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 年度        目        標         成        果 
 
 ８９ 

 ①「私学助成拡充」署名運動と４０人・３５人学級実現要求を結
 合させ、小・中・高・公・私の共同の運動に 
  ②４０人学級即時完結 ・３５人学級実現 
  ③急減期特別助成を含む私学助成拡充  ④父母負担軽減 

 ・ 

 
 ９０ 

 ①小・中４０人学級即時完結し、３５人学級を早期に実現し、教
 職員定数をふやすこと。教職員定数改善１２カ年計画を期間内に
 完全達成すること ②高校の３５人学級以下学級（職業科３０人
 定時制２０人） ③私学の学級規模縮小などの「急減期特別助成
 」学費の公私格差是正のため、経常費二分の一助成を、授業料一
 律助成を ④障害児学校の学級規模縮小、障害児教育の充実を、
 希望するすべての障害児に後期中等教育を保障するため高等部の
 増設を ⑤教育費の父母負担軽減 ⑥事務・栄養職員の給与費国
 庫負担除外を行わないこと 

 ・定数改善１２カ年計画（義務制第５次・高校第４次学
 級編成および教職員配置改善計画）の９１年度完結＝義
 務制・４０人学級完結 
 ・県独自の高校４０人学級（東京・神奈川・富山・高知
 山口など）・教育困難校への加配実現多数 ・障害児学 
 校高等部への進学枠拡大 
 ・私学助成国庫補助継続、地方交付税交付金の大幅増、
 各自治体独自の私学助成拡大 
 ・公立学校の事務・栄養職員の人件費半額国庫負担継続

 ・文部省が高校４０人学級移行へ 
 ・障害児学校高等部枠の拡大（石川・全員入学実現、北
 海道・群馬枠拡大、大阪１２年ぶりに養護学校新設） 
 ・私学助成は大阪・埼玉で生徒への直接助成大幅改善、
 長野で経常費助成二分の一助成実現 
 ＊一人あたり（文部省関係＋自治省・地方交付税交付金）

 
 ９１ 

 ①新たな教職員定数改善計画を ②すべての小・中学校で３５人
 学級を即時に ③高校進学率を高め、希望するすべての子どもに
 高校教育を、４０人をこえる学級をなくし３５人以下学級を早期
 に ④急減期の特別助成（公立並に４０人から３５人学級を実現
 するための助成 ⑤学級数の適正化・縮小に対する助成 ⑥父母
 負担軽減のため授業料一律補助）を中心とする私学助成を大幅拡
 充 ⑦高校・大学の授業料を引き下げる等教育費の父母負担軽減
 ⑧希望するすべての障害児に発達段階に応じた後期中等教育を保
 障・充実 

   高校生：１８９３２０円（7.57% 増) 
   小中生：１８４８７０円（7.75% 増) 
   幼稚園： ８６１１０円（10.85%増) 
   私学・高校生：１７５９９０円(6.33%) 

 
 ９２ 

 ①あたらしい教職員定数改善計画をすぐに ②小・中学校の３５
 人学級をただちに ③高校進学率を高め、希望するすべての子ど

 ＊文部省は教職員定数の在り方に関する調査研究を行う
 ・義務制第６次・高校第５次教職員定数配置改善計画 
 策定（９３年度～９８年度の６年計画・義務制30400 名
 高校23698 名) 不十分ながらも要求の反映：学級

  もたちに高校教育を保障するとともに普通科３５人、職業科３０
 人、定時制２０人以下学級に ④私学助成を大幅に増額、経常費
 二分の一助成早期実現、生徒急減期の特別助成、施設設備助成、
 授業料の一律補助を ⑤教育費の父母負担軽減、教育費の無償化
 計画を⑥大学の入学定員をふやさせ、研究・教育費大幅増を 
 ⑦障害児学校の学級規模縮小、希望するすべての障害児に発達と
 障害に応じた義務教育終了後の教育の保障を ⑧大規模校解消、
 学級規模の適正化を 

 削減抑制や学級増、教職員定数増。障害児学校学級編成
 基準改善と定数増。養護教諭複数配置など 
 ・高校４０人学級全県実施５府県（93年度６府県) 部分
 的に２６道県 
 ・私学助成違憲論・減額査定攻撃の中で、高校以下で前
 年度比２，９％増 一人あたり１８９３２０円（7.57%)

 ・私学助成の２５％削減（当初は私学助成５０％削減
 高校経常費は全廃、義務教育費国庫負担か教科書無償化
 削減かを大蔵省は企図した）＝地方交付税交付金で高校
 生単価を７００円増額  伸び率（4.69%) 

 
 ９３ 

 ①すべての学校の教職員増を ②小・中３５人以下の学級をただ
 ちに実現するとともに３０人学級の計画を ③高校進学率を高め
 希望するすべての子どもたちに高校教育を保障するとともに普通
 科３５人、職業科３０人、定時制２０人以下学級に ④私学助成
 大幅増  ⑤障害児の義務教育終了後の教育保障と社会教育の充
 実を ⑥小中の教材費無償化、高校の授業料廃止など教育費の無
 償化計画を 

 ・教職員定数配置計画２年分は完全実施（義務制5235人
 高校4472人）ＴＴ配置、選択教科拡大、高校多様化推進
 などに重点配置、初任者研修・中堅教員研修とし非常勤
 講師4595人、教員6516人配置。義務教育国庫負担を堅持
 したものの算定方式は改悪 
 ・公立義務教育諸学校、障害児学校の教職員定数改善＝
 一学級あたりの生徒数の縮小・養護教諭、栄養職員、事
 務職員、「寮母」などの定数改善。学校図書館の拡充等 

 
 ９４ 

 ①文教予算の抑制政策を改め大幅に増額を ②義務教育費の国庫
 負担制度や高校以下の私立学校に対する国庫補助制度の堅持 
 ③高校間格差を是正し、希望するすべての子どもに高校教育を保
 障、希望するすべての障害児に発達と障害に応じた義務教育終了
 後の教育保障・充実を ④私学助成を大幅に増額を経常費二分の
 一助成の早期達成、学級定員減、専任増、学級規模適正化など教
 育条件改善の特別助成、施設設備費補助、授業料一律助成を 
 ⑤小中高３５人以下学級を早期に実現し３０人学級の計画策定を
 ⑥教員の持ち時間軽減、すべての学校の教職員を増やして ⑦教

 ・私学助成１０％削減攻撃から４、９％増額へ２年連続
 削減に一定の歯止め ・義務教育費国庫負担堅持と教科
 書無償化継続 ・定数改善計画３年次分実施 ・国立大
 学入学金の値上げの抑制 ・高校４０人学級２０県に拡
 大 ・「いじめ」対策費増額、子どもの理科離れや図書 
 離れへの対策など 

  育費の父母負担軽減、授業料軽減助成、奨学金制度の充実、教育
 費控除の新設、小中学校の教材費無償化、高校授業料廃止など 

 

 
 ９５ 

 ①教育予算を減らさず大幅に増やして ②小中高３５人以下学級
 を早期に ③義務教育費国庫負担や私学助成の国庫補助制度を守
 って ④私学助成を大幅に増額を、経常費二分の一助成や４０人
 学級編成推進補助など教育条件改善の特別助成・施設設備費補助
 を拡充し授業料一律助成を、災害復興の財政措置を公立並に 
 ⑤希望するすべての子どもに高校教育を ⑥希望するすべての障
 害児に発達と障害に応じて義務教育終了後の教育を保障・充実を
 ⑦教員の持ち時間軽減、すべての学校の教職員を増やして ⑧父
 母負担軽減、教育費の無償化計画を ⑨地震対策を強化、学校建
 物などの安全点検を、必要な補強・改修を 

 ・義務教育費国庫負担と教科書無償化の制度堅持 
 ・私学助成の連続削減を許さず６％の４０億円増 
 ・大蔵原案で０査定だった第６次（高校５次）教職員配
 置改善計画の第４次年分と小中学校の米飯給食助成費を
 復活 ・「いじめ」対策費や震災対策費の増額、免許外 
 教科担当の解消、部活動手当の前進等 
 ・国立大学授業料の値上げを許したものの値上げ幅を30
 00円～ 21000円に抑制 
 ・高校４０人学級実施新たに静岡・佐賀にも拡大 
 ・学校施設設備の面でも多くの前進 



 
            ３０００万署名・１５年間の大きな成果 ＮＯ２ 
 

 年度       目        標        成         果 

 
 
 
 ９６ 

 ①小中高３０人以下学級（職業科２５人、定時制２０人）早期に
 ②教職員の多忙を解消し、すべての学校の教職員を増やして、私
 学には専任教職員を増やすための措置を ③義務教育費国庫負担
 や私学助成の国庫補助制度を守って ④私学助成を大幅に増額を
 経常費二分の一助成の実現「４０人学級推進」補助・生徒急減期
 補助・施設整備費補助拡充し、授業料一律補助を ⑤希望するす
 べての子どもに高校教育を ⑥希望するすべての障害児に発達と
 障害に応じた義務教育終了後の教育を ⑦教育費の父母負担軽減
 、教育費の無償化計画を ⑧地震対策強化、全国の学校建物の安
全点検を

 96年７月競争原理と受益者負担を原則とする「財政制度 
 審議会」中間報告は義務教育国庫負担制度の見直し、総 
 定員抑制・削減を求めるものでした。しかし運動によっ 
 て、義務教育費国庫負担制度・教科書無償制度の堅持。 
 ・私学助成の６％増・第６次（高校第５次）定数改善の 
 ５年次分確保 ・学校給食施設設備の拡充 
 ・兵庫の震災復興「教職員特例措置」を前年に引きつづ 
 き継続させ、その運用にあたり学級編成の弾力的編成の 
 活用を認めさせた ・多くの県で免許外教科担当の解消 

 
 
 ９７ 

 ①教育予算増額を ②小中高３０人以下学級（職業科２５人、定
 制２０人）早期に実現し過疎地での複式学級解消を ③教職員の
 増員を私学には専任教職員を増やすための措置を ④義務教育費
 国庫負担制度を守って ⑤私学助成の国庫補助制度を守り、私学
 助成を大幅に増額を経常費二分の一助成の実現「４０人学級推進
 補助・生徒急減対策補助・施設設備整備費補助拡充し、授業料一
 律補助と施設整備費補助を ⑥学校建物の改修点検ができるよう
 施設設備費の国庫負担制度を充実して ⑦希望するすべての子ど
 もに高校教育、障害児学校高等部教育の充実を ⑧父母負担軽減

 ・「財政構造改革会議」の最終報告で2003年度までに国 
 の財政赤字254 兆円を健全化する目標で特に2000年まで 
 の３年間を「集中改革期間」として①９８年度完結予定 
 の第６次（高校５次）教職員定数改善計画を2000年まで 
 引き延ばす。義務教育国庫負担金の削減・合理化。次期 
 改善計画をつくらない  ②私学助成の総額抑制及び負担 
 のあり方等を見直す  ③地方財政について定数や給与の 
 適正化等徹底した行財政改革を行うとした。 
 ・マスコミが３０人学級のｷｬﾝﾍﾟ-ﾝをはじめ、自治体独自 
 で３５人学級が始められる 
 ・事務・栄養職員の給与費の二分の一国庫負担を含む義 
 務教育費国庫負担堅持 ・教科書無償の継続 ・私学助 
 成の「財政構造改革法」の上限維持と各地での実質増 
 ・学校給食施設設備の改善 ・障害児教育充実のための 
 新規施策（障害児学校の新設・高等部の設置、一人から 
 障害児学級新設） 

  ・北海道など公立高校の一部３０人学級が実現
 
 ９８ 

 ①小中高３０人以下学級（職業科２５人、定制２０人）早期に実
 現し複式学級解消を ②すべての学校の教職員を増やして私学に
 は専任教職員を増やすための措置を ③義務教育費国庫負担制度
 を守って ④私学助成の国庫補助制度を守り、私学助成を大幅に
 増額を経常費二分の一助成の実現、生徒急減対策補助・施設整備
 費補助拡充し、授業料一律補助と学級規模改善・施設設備費補助
 を ⑤学校建物の補修・改築を国庫負担制度を充実して ⑥希望
 するすべての子どもに高校教育、障害児学校高等部教育の充実を
⑦教育費の父母負担を解消し無償化計画を

 ・高校等私立学校への経常費助成５６億円増額（7,5%ｱｯ 
 ﾌﾟ ) ・義務教育費国庫負担二分の一の堅持  ・義務教育 
 教科書の無償の堅持  ・育英奨学事業として大学予約採 
 用人員枠をひろげ、貸与月額の増額  ・「特定扶養親 
 族」の対象年齢をひろげ、控除額を引き上げる「子育て 
 減税」の実現 

 
 ９９ 

 ①小中高３０人以下学級（職業科２５人、定制２０人）早期に実
 現し複式学級解消を ②私学助成の国庫補助制度を守り、私学助
 成を大幅に増額を経常費二分の一助成の実現、生徒急減対策補助
 ・施設整備費補助拡充し、授業料一律補助と施設整備費補助を 
 ③教職員を増やして、私学には専任教職員を増やすための措置を
 ④国の責任で学校建物の補修・改築を ⑤希望するすべての子ど
 もに高校教教育、障害児学校高等部教育の充実を ⑥教育費の父
 母負担を解消し無償化計画を ⑦長期不況下の子どもの就学保障
 のために公立・私立の児童・生徒に緊急の特別措置を 

 ・義務教育教科書の無償給与426 億2700万=1400 万増 
 ・特殊教育就学奨励費負担66億4400万=4600 万増 
 ・帰省交通費支給３３回→３４回 ・事務栄養職員の２ 
 分の１国庫負担の維持 ・非常勤講師配置補助の拡大（ 
 免許外教科担任の解消、小学校専科教員の充実、学級運 
 営等の改善のための非常勤講師＝新規４億400 万→配置 
 校2021校= 小６学級以上校の１割・週５日、半日程度） 
 ・要保護、準要保護＝援助率３、７％→３、７５％ 
 ・僻地教育＝遠距離通学費援助８００万増 ・公立学校 
 施設整備（①大規模改修62億4700万=60%増  ②危険建物 
 改修等301 億1500万=6億7800万増） 
 私学= 経常費補助860 億5000万=56 億増  、高校生１人 
 あたり42500 円(2460 円増、6 、1%増) 
 ・授業料減免事業臨時特別経費3 億= 新規 
 長引く不況下で家計が急変した公私立の高校生、大学生 
 を対象に無利子の奨学金制度「緊急採用奨学金制度」１ 
 万人枠（新規） 

００ 
 
 

 

 

①小中高 30 人学級(高校職業科 25 人,定時制 20 人)を 2001 年度

から実現してください。複式学級を 2001 年度から解消してくだ

さい。②私学助成の国庫補助制度を守り,私学助成を大幅に増額

してください。特に経常費 2分の１助成の実現,施設整備費補助

を拡充し授業料一律補助と施設設備費補助を実現してください。

③義務教育費の国庫負担制度を守り充実してください④すべての

学校の教職員を増やしてください。私学には専任教職員を増やす

ための特別の措置を講じてください⑤子どものいのちと安全を守

るために学校建物の補修･改築をしてください⑥希望するすべて

の子ども達に高校教育を保障し、すべての障害児に発達と障害に

応じた義務教育終了の後の教育を保障･充実してください⑦教育

費の父母負担を軽減し,教育費の無償化計画を立ててください 

⑧長期不況下の子どもの就学保障のために公立･私立の児童に授

業料減免制度や奨学金制度などを充実してください。 

 

５月に「調査研究協力者会議」の報告が出され,５年間で

児童減少による教職員の減少はそのままにすることや,自

治体独自措置による少人数学級を認めることなどの報告

がなされ、3000 万署名運動等の成果が部分的に反映され

ました。その後第 7 次(高校６次)教職員定数改善計画が

策定されました。しかし 30 人学級はせず 40 人学級を据

え置き,常勤講師を取り崩し非常勤講師を多数採用するこ

とを可能にするなど問題点を持っています。 

「義務教育費の国庫負担制度維持」『教科書無償継続維

持』私学助成の増額(予算総額で過去最高)『授業料減免

事業臨時特別経費』3億円継続,不況下で無利子の奨学金

制度『緊急採用奨学金制度』1万人枠の確保。大規模改修

の国庫補助の基準額を 2000 万円から 400 万に引き下げ。

養護教諭の複数配置･学校栄養職員の配置基準の改善。 

  



３０００万署名・１５年間の大きな成果   ＮＯ３ 

 

年度 目    標 成     果 

０１ 
 
 

 

 

①小中高 30 人学級(高校職業科 25 人、定時制 20 人)を早期に実

現してください。複式学級を解消してください。②私学助成の国

庫補助制度を守り、私学助成を大幅に増額してください。特に経

常費 2分の１助成の実現、施設整備費補助を拡充し授業料一律補

助と施設設備費補助を実現してください。③義務教育費の国庫負

担制度を守り充実してください④すべての学校の教職員を増やし

てください。私学には専任教職員を増やすための特別の措置を講

じてください⑤子どもたちのいのちと安全を守るために学校施設

の補修･改築をしてください⑥希望するすべての子どもたちに高

校教育を保障してください。障害児にゆきとどいた教育を保障す

るために、障害児学級・学校の増設や通常学級の教育条件を整備

してください⑦教育費の父母負担を軽減し、教育費の無償化計画

を立ててください 

⑧長期不況下の子どもの就学保障のために公立･私立の児童・生

徒に授業料減免制度や奨学金制度などを充実してください。 

自治体独自措置による少人数学級が実施されるようになっ

てきたことは 3000 万署名運動等の成果です。教育基本法

にも明記されているとおり教育条件を整備することは国の

責任ですから一層の運動の飛躍が求められます。地方分権

と財政危機のもとで第 7 次(高校６次)教職員定数改善計画

第２年次分を計画どおり予算化(５３８０人)させました。

しかし 30 人学級はせず、教育の現場にも様々な形態の働

き方の配置がされています。「義務教育費の国庫負担制度

維持」『教科書無償継続維持』私学助成の増額(予算総額で

過去最高を更新) 安全で安心できる学校づくりのために

｢地域ぐるみの学校安全推進ﾓﾃﾞﾙ事業の予算化。障害児学

校の関係機関との連携を図るための予算化。不況下での就

学困難な高校生への就学事業を予算化させたのは運動の反

映。同和教育終結にかかわって、加配分一般施策化とし生

徒指導支援加配とした。 

０２ ①小中高の 30 人以下学級を早期に実現してください。複式学級

を解消してください。 

②私学助成の国庫補助制度を守り、私学助成を大幅に増額してく

ださい。特に経常費 2分の１助成、授業料直接助成、施設助成を

実現してください。 

③義務教育費の国庫負担制度を守り充実してください 

④すべての学校の教職員を増やしてください。 

⑤希望するすべての子どもたちに、高校教育を保障してくださ

い。障害児にゆきとどいた教育を保障するために、教育条件を整

備してください。 

⑥教育費の父母負担を軽減し、長期不況下の子どもの就学を保障

するために、公立･私立の児童・生徒への就学援助・授業料減免

制度、奨学金制度などを充実してください。 

⑦学校の施設･設備を改善してください。 

政府の地方分権改革推進会議の国から地方への国庫負担

事業や補助金の見直しによって、文科省関係では、義務教

育の国庫負担金の削減が強行されました｡今年度は共済費

と公務災害補償基金の国負担金２１８４億円が削減され、

文科省予算は１８年ぶりに減額となりました。教育基本法

に基づく教育条件の整備を国に果たさせていくことが重要

です。 

「教育改革」攻撃として競争原理に基づく少数のエリート

育成、国家主義的教育に予算を重点配分している一方で、

運動の成果として、①第７次（高校 6次）教職員定数改善

計画第３年次分として予算化（５３８０人）②事務･栄養

職員の国庫負担の継続 ③義務教育教科書無償継続維持 

④高校以下の私学経常費助成が史上最高の１０００億を超

える(1001 億 5000 万円) ⑤長期不況下での就学保障とし

て、無利子奨学金枠を４２万 7000 人(21000 人増)に回復、

「高等学校奨学事業費補助」の増額(1500 万円増) ⑥公

立学校施設整備･耐震関連部分は１１４９億円（151 億円

増）などがあげられます。また、国の責任による 30 人学

級は実現されませんでしたが、０３年度から地方自治体に

よる少人数学級編制を一般的な基準として認めざるを得

ず、そのもとで 03 年度から､30 自治体と２政令都市で少

人数学級が実現された。 

  

０３ ①国の責任で小中高の 30 人以下学級を早期に実現してくださ

い。複式学級を解消してください。 

②私学助成の国庫補助制度を守り、私学助成を大幅に増額してく

ださい。特に経常費 2分の１助成、授業料直接助成、施設助成を

実現してください。 

③義務教育費の国庫負担金削減を中止し、制度を堅持してくださ

い。 

④教育費減税をはじめ、教育費の父母負担を軽減してください。

⑤公立･私立の児童･生徒への就学援助･授業料減免制度、奨学金

制度制度などを充実してください。 

⑥希望するすべての子どもたちに、高校教育を保障してください

⑦障害児にゆきとどいた教育を保障するために、障害児学級を増

設し障害児学校を新設してください｡また、通常学級に在籍する

障害児の教育条件を整備してください。 

⑧ゆきとどいた教育をすすめるために教職員を増やしてくださ

い。 

⑨学校の施設･設備を改善してください。 

小泉構造改革の国と地方の｢三位一体改革｣によって 06 年

度までに国の補助金 4兆円削減、税源移譲、地方交付税削

減攻撃の中で、｢教育の機会均等｣を保障する教育基本法を

生かす運動として位置づけとりくみをすすめました。義務

教育費国庫負担金は、退職手当と児童手当(2309 億円)が

削減され税源移譲特別交付金として地方に転嫁されまし

た。しかし、学校事務職員の国庫負担はずしの攻撃ははね

返しました。04 年度教育予算は 7.5％減額され前年度比

3925 億円削減されました。 

運動の成果として、①第７次（高校 6次）教職員定数改善

計画第４年次分として予算化（５３８０人）②事務･栄養

職員の国庫負担の継続 ③義務教育教科書無償継続維持 

④高校以下の私学経常費助成が昨年に続き１０００億を超

える(1028 億 5000 万円) ⑤長期不況下での就学保障とし

て、無利子奨学金枠を４４万人(14000 人増)に､日本育英

会廃止にとなう日本学生支援機構による予算では有利子枠

は､52,7 万人(87000 人増)「高等学校奨学事業費補助」は

43 億 5500 万円（7 億 870 万円増） ⑥公立学校施設整備･

耐震関連部分は 3億 3000 万円の増額、などがあげられま

す。また、国の責任による 30 人学級は実現されませんで

したが、加配教員の活用という形で国の予算を少人数学級

に活用することを認めさせ、０４年度から地方自治体によ

る義務制での少人数学級実施は 42 道府県となりました。 

 

 


